
資料５ 
厚生科学審議会感染症部会 

新型インフルエンザ対策に関する小委員会作業班の設置について 
 

平成 27年４月 21日 
厚生科学審議会感染症部会 

 新型インフルエンザ対策に関する小委員会決定 
 
１ 設置の趣旨 

新型インフルエンザは、およそ10年から40年の周期で発生し、ほとんどの人
が免疫を獲得していないものであるため、仮に発生すれば世界的な大流行（パン
デミック）となり、大きな健康被害とこれに伴う社会的影響をもたらすことが懸
念されている。 
新型インフルエンザが発生した場合に、その感染の拡大を可能な限り抑制する

ことにより国民の生命及び健康を保護し、かつ、国民生活及び国民経済に及ぼす
影響が最小とすることを目的として、「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」
及び「新型インフルエンザ等対策ガイドライン」（以下「行動計画等」という。）
が平成25年 6月に策定されたところである。 
新型インフルエンザ対策に関する重要事項のうち個別の分野について調査審議

するため、「厚生科学審議会感染症部会新型インフルエンザ対策に関する小委員会
の設置について」（平成27年４月２日厚生科学審議会感染症部会決定）に基づき、
作業班を設置する。 

 
２ 作業班の所掌事務 

次の作業班を置き、各作業班は、それぞれ次に掲げる事務をつかさどる。 
（１）公衆衛生対策作業班 
 ・ 行動計画等に定められた、サーベイランス、情報提供・共有（リスクコミ

ュニケーション）、水際対策、まん延防止、予防接種体制等の公衆衛生対策
に関する専門的・技術的事項について調査審議を行うこと。 

・ 新型インフルエンザ等感染症（感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律（平成10年法律第 114号）第６条第７項に規定する新型イン
フルエンザ等感染症をいう。）の予防について調査審議を行うこと。 

（２）ワクチン作業班 
・ 行動計画等に定められた、ワクチンに関する専門的・技術的事項について
調査審議を行うこと。 

・ 新型インフルエンザ等感染症の予防のうちワクチンについて調査審議を行
うこと。 

（３）医療・医薬品作業班 
・ 行動計画等に定められた、医療及び抗インフルエンザウイルス薬に関する
専門的・技術的事項について調査審議を行うこと。 

・ 新型インフルエンザ等感染症の患者に対する医療について調査審議を行う
こと。 

 
３ 作業班の運営 
・ 作業班の運営は、「厚生科学審議会感染症部会新型インフルエンザ対策に関
する小委員会の設置について」に定めるところによるほか、この決定の定める
ところによる。 

・ 作業班の庶務は、厚生労働省健康局結核感染症課新型インフルエンザ対策推
進室が行う。 



（敬称略）

○ 宇田　英典 鹿児島県伊集院保健所長（全国保健所長会会長）

○ 大石　和徳 国立感染症研究所感染症疫学センター長

○ ○ 岡部　信彦 川崎市健康安全研究所所長
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○ 吉川　肇子 慶應義塾大学商学部教授

○ 小森　貴 日本医師会常任理事

○ 坂元　昇 川崎市健康福祉局医務監（全国衛生部長会副会長）

調　恒明
山口県環境保健センター 所長
（（次期）地衛研全国協議会会長）

谷口　清州 国立病院機構三重病院臨床研究部長

○ 丸井　英二 人間総合科学大学人間科学部教授

横田　俊一郎 横田小児科医院長（小田原医師会会長）

○ 庵原　俊昭 国立病院機構三重病院名誉院長

○ ○ 小田切　孝人 国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究センター長

○ 小森　貴 日本医師会常任理事

○ 坂元　昇 川崎市健康福祉局医務監（全国衛生部長会副会長）

多屋　馨子 国立感染症研究所感染症疫学センター第３室長

○ 信澤　枝里
国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究センター第
４室長

○ 大久保　憲 東京医療保健大学/大学院　感染制御学　副学長　教授

加藤　康幸
国立研究開発法人国立国際医療センター国際感染症セン
ター国際感染症対策室医長

○ 吉川　肇子 慶應義塾大学商学部教授

○ 小森　貴 日本医師会常任理事

馳　亮太 亀田総合病院感染症科部長代理

前田　秀雄 東京都福祉保健局技監

倭　正也
地方独立行政法人りんくう総合医療センター総合内科・感
染症内科部長兼感染症センター長
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